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３ はじめの言葉

４ 情報社会における

情報処理力の差異 田原文夫

何事にも、買手側、売手側のそれぞれの言い分がある。情報処理の世界のそれに注目し

て振り返ってみると、かなり売手側有利に推移してきている感がある。早い話、ユーザー

側がセールストークに乗せられて来ているということである。売手側すなわち情報発信側

の情報処理に、買手側すなわちユーザー側の情報処理が敗北してきているということであ

る。たとえば「クラウドサービスでは必要な時に必要なだけ使って対価を払う。ユーザー

は無駄な費用を削減できる」には、かなりの矛盾がある。基本はシステムリソースのシェ

ア／共同利用だが、情報社会において最も価値のある情報をユーザーは一方的に売手側に

捧げる立場に陥っている。情報処理力の差である。

１０ 情報社会を考える その９１

情報社会作りに、どう関与し、どう貢献していくか 編集部

独裁統治体制が恐れるもの

先ごろの佐川前国税庁長官（元財務省理財局長）への証人喚問ほど国民をバカにした話

はない。「刑事訴追を受ける可能性がありますので、証言を控えさせて頂きます」と、要

するに証言拒否をすること 55 回だった。日本国家および国民に奉仕することを旨とする

官僚として奉職し、俸禄を食んできた身として、自分の身に及んだ疑惑疑念を払拭するこ

とを目的とすべき国会喚問だった。それだけに、どういう姿勢／心構えで国会での証言に

臨むかが注目された。

１２ デジタルガバメント DG 3

デジタル政府の展開 その3 水田 浩

デジタル化は人々の生活の質を向上させる。 2018 年 1 月 16 日に日本政府もデジタル

ガバンメント実行計画を e ガバンメント閣僚会議で決定した。この計画は､28 年 1 月 16

日から 2023 年 3 月 31 日までの計画である。 2018 年上半期を目途に各府省庁における中

長期の戦略的な計画を策定をする。電子政府は ICT を使って、政府側から国民に行政サー

ビスをより早く、より安く、より良くするのが目的だがデジタルガバンメントは顧客（国

民、企業、職員）側から政府の行政サービスを探し易く、繋がりやすく、何時でも何処か

らでも誰でも使えることを目的としている。

２０ 連載 アーキテクチャ論 （ 84）

EAフレームワークの比較 山本修一郎

国立大学法人 名古屋大学 大学院 情報学研究科 教授
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